
～資料編～

人口の推移
令和６年４月１日現在（住民基本台帳人口）

人口 人
（男性： 人、女性 人）

世帯数： 世帯

20,009 19,582 19,203 18,773 18,386

2,064 1,953 1,888 1,828 1,746

10,323 9,979 9,659 9,319 8,968

7,622 7,650 7,656 7,626 7,672
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補助金・助成金・交付金について
町では、地域の活性化や産業の振興のために各種団体等に対して、補助金や助成金、交

付金を支出しています。 例えば…

・農業生産力強化支援事業補助金 ・若者定住住宅取得支援事業補助金

・有害鳥獣防除事業補助金 ・住宅取得支援事業補助金

などの補助金や助成金交付金があります。

補助金等の一覧と詳しい内容については、

町ホームページにおいて公表しております。

補助金等の一覧

はこちら

毎年 月 日現在の人口です。

令和 年度と比較すると 人減少しています。

また合併時（平成 年 月 日現在）の人口（

人）と比較すると 人減少しています。
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こども園管理運営事業 455万円
こども教育課 こども教育係

町立こども園における教育、保育の確保及び定員管理、保育教諭の

配置等適正な運営と施設の維持管理を行います。

令和６年度は、町立こども園を適切に管理するために必要な点検や

本郷こども園空調機器更新工事等を行い、教育・保育の充実を図ると

ともに、老朽化が進む本郷こども園の整備を進めるため、整備に係る

基本構想を策定します。

重点プロジェクトを含めた主な事務事業

については、町ホームページにおいて

公表している実実施施計計画画に掲載しています。

実施計画はこちらから
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町の財務書類はこちら

人口の推移
令和４年度の会津美里町の財政の状況

について、４つの指標を用いて説明します。

この指標は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど、財源に余裕があることを示して

います。なお、「１」を超える団体は普通交付税が交付されません。

財財政政力力指指数数 00..2288

町税や地方交付税などの経常的な

一般財源収入が、人件費・扶助費・交

際費などの経常的に支出される経費

にどれだけ充当されるかを示した指標

です。この比率が高いほど、一般財源

のほとんどが経常的な経費に費やさ

れるため、使途の自由度がなくなるこ

とになります。一般的には70～80％が

望ましいとされ、80％を超えると弾力

性を失いつつあると考えられます。

経経常常収収支支比比率率 8899..44

実質的な借金返済額が、標準的な

収入に対してどのくらいをしめている

のかということを示した指標になりま

す。通常は３年間の平均値で表します。

この比率が18％未満であれば、知事

の許可を必要とせずに、知事の同意

のみで町債の発行が可能となり、

18％以上であれば、知事の許可は必

要とされ、公債費負担適正化計画を

策定することになります。

実実質質公公債債費費比比率率 44..99

実質的な借金残高額（町債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高）が、標準的な収入に対してどのくらいを占めているかということを示した指標

となります。この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要があるこ

とから、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。

※本町は将来負担額を充当可能財源等が上回ったため、比率は算定されません。

将将来来負負担担比比率率 －－

各指標の詳しい内容、類似団体との

比較等については、町ホームページに

おいて公表している令和４年度の財政

状況資料集に掲載しています。
令和４年度財政状況資料集はこちら
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基金残高（貯金）の推移

1,000,000 3,000,000 5,000,000 7,000,000 9,000,000

R2

R3

R4

R5

R6

10億円 30億円 50億円 70億円 90億円

89億円6,154万円

95億円2,524万円

86億円4,977万円

83億円8,311万円

77億円2,435万円

基金残高（貯金）の内訳は、年度間の財源

不足に対応するための財政調整基金と、町債

（借金）償還を計画的に行うための減債基金、

特定の目的を持った特定目的基金です。

令和 年度以降、歳入のうち最も大きな割合

を占める普通交付税が一本算定（合併した町

村の単位ではなく一つの自治体として算定さ

れること）になり少なくなることや、施設の

維持管理、更新及び解体などに費用がかかる

ため、基金の減少が見込まれます。

※令和 、 年度は見込額です。

町債残高（借金）の推移

町債残高は、事業の整理・縮小によ

り新たな町債を抑制することや、高金

利の町債残高について繰り上げて償還

することにより減少に努めてきました

が、教育関連施設の大規模改修・改築

等などの公共施設事業等により増加し

ています。

※令和 、 年度は見込額です。500,000 700,000 900,000 1,100,000 1,300,000

R2

R3

R4

R5

R6

50億円 70億円 90億円 110億円 130億円

116億円1,492万円

120億円3,839万円

108億円6,714万円

108億円6,899万円

113億円9,069万円

財務書類について
財務書類とは、民間企業における会計の考え方（発生主義・複式簿記）に基づいて作成された財

務書類です。貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の 表を作成し

ています。

地方公共団体の会計制度は、現金の出入りを把握することに重点を置いた現金主義の考え方に

基づくものです。客観性、透明性に優れた現金主義会計ですが、ストック情報（資産・負債）や減価

償却費などのコストの把握ができない欠点もあります。一方、財務書類では、行政サービスを提供す

るために保有している財産である資産や、その対価として将来支払わなければならない負債の状況

が把握できるようになるため、より多くの財務情報を公表することが可能になります。

町の財務書類や概要については

町ホームページにおいて公表しております。
町の財務書類はこちら
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町の財務書類はこちら

人口の推移
令和４年度の会津美里町の財政の状況
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れるため、使途の自由度がなくなるこ
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望ましいとされ、80％を超えると弾力

性を失いつつあると考えられます。

経経常常収収支支比比率率 8899..44

実質的な借金返済額が、標準的な

収入に対してどのくらいをしめている
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す。通常は３年間の平均値で表します。

この比率が18％未満であれば、知事

の許可を必要とせずに、知事の同意

のみで町債の発行が可能となり、
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要とされ、公債費負担適正化計画を

策定することになります。

実実質質公公債債費費比比率率 44..99

実質的な借金残高額（町債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で
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※本町は将来負担額を充当可能財源等が上回ったため、比率は算定されません。
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令和４年度財政状況資料集はこちら
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